2009年2月21日

放送・通信を所管する独立行政委員会

「（仮称）コミュニケーション・メディア委員会（JCMC）」設置および
委員公募のご案内（案）
関係各位
　日本政府は、放送や通信といったメディアの規制監督は総務省が担当しています。しかし、いわゆる先進国においては、政府が直接メディアを管理監督している例は日本以外になく、メディアの独立性や市民への公開性など、様々な面で大きな課題を抱えています。例えば、政府が強力に推し進めている地上波テレビやラジオのデジタル化なども、人々の生活に大きな影響を及ぼすにも関わらず、外国人や障がい者などを含め、一般市民の声を丁寧に聞くような作業はほとんど行っていません。
こうした状況に対し、ComRights(コミュニケーションの権利を考えるメディアネットワーク)では、自分たちの手でデジタル化時代のメディア政策を検討するために、独立した機関「（仮称）コミュニケーション・メディア委員会（Japan Communication Media Commission=JCMC）を開設し、透明性の高い手法で、委員会の公募及び選定を行っていきます。多くの方のご応募をお待ちしています。

· （仮称）コミュニケーション・メディア委員会（Japan Communication Media Commission=JCMC）
＜設置の目的＞

コミュニケーションの権利を実現するために、デジタル時代においてどのようなメディア政策を展開すべきかその基本法を策定していきます。また、現在、総務省が担っている放送・通信の規制監督を独立行政委員会が所管できるよう具体的な方策を検討します。
＜JCMC委員会（意思決定機関）＞

· 委員長を含め（　　）名で構成される。

· 社会の各分野の利益を代表する委員によって構成される。
· 任期は２年。（まずは２０１１年まで）
· JCMC委員会（意思決定機関）の公募に関して

メディアを所管する独立行政委員会の設置を果たすために、理想的な「委員会」モデルをつくり、実践していくために、社会の様々な利益を代表する方々から委員を公募し、立会い演説会などを経て、・・・によって委員の選任を行います。以下の要領で応募してください。
＜応募要項＞

応募資格：年齢は２０歳以上（国籍・性別・職業・地域など一切問いません）
応募方法： 簡単なプロフィール及び（１）志望の動機、（２）実現したいメディア政策をお書きください。
応募締切：２００９年４月３０日（消印有効）
特記事項：障がいのある方、日本語を母語にしていない方、首都圏以外に住んでいる方など、様々なハンディキャップがある方からも積極的な応募をお待ちしています。 

応募先：　ComRights(コミュニケーションの権利を考えるメディアネットワーク)事務局

　　〒101－0064　千代田区猿楽町2-2-3NSビル202 OurPlanet-TV内
　　　　　　TEL:03-3296-2720   FAX: 03-3296-2730  Eメール：comrights@gmail.com
      　 (郵送・ファックス・Eメールいずれでの応募も可能です)
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